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宮本 都市整備部担当部長、重島 消防長、上出 教育部長、山田 総務課長、北
財政課長　奥田 企画課長　法利 企画課担当課長　

堀川 議会事務局長、川端 事務局次長兼参事、中村 書記

（１）震災復旧・復興に関する地区説明会等について

＜主な質疑＞
【委員】

10月に国から液状化対策の工法案が示されるが、地区ごとに適切な工法が検
討できるよう、早急に資料を示してほしい。

【委員】
液状化の起きた場所での住宅再建は宅地の改修が必要となり費用もかなりか
かると思われる。新たな場所で家を持とうとする被災者に対する助成制度が
出来ないか。

【説明員】
検討したい。

【委員】
県の復興基金の市町配分の算定基準に液状化被害の項目がない。県に対し、
液状化被害を考慮するよう強く要望すべき。

【説明員】
県に対し要望していく。
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Ｒ6.9.3 能登半島地震災害復興対策特別委員会（要旨）

【委員】
市街化調整区域の解除の見通しは。

【説明員】
県に町の要望は理解してもらっている。住宅地造成の手法として、区画
整理事業は事業化に時間がかかる。開発行為による宅地造成の手法もあ
る。市街化区域にするには、住宅連担地域である必要があるなど、課題
が多い。

【委員】
公費解体後の土地に家を建てられる目途がつかない中、仮設住宅の入居期限
が2年では厳しい。

【説明員】
液状化した土地での再建には時間がかかるという事情を踏まえ、仮設住
宅の入居期限を延長するよう、国・県に要望していく。

（２）その他

（特になし）

（以上）
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